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審査会合におけるコメント

Ｎｏ． コメント時期 コメント内容 今回ご説明資料の掲載箇所

S185
2021年2月5日

第943回審査会合
大間地点で審査されている，下北半島西部の隆起を踏まえた「仮想的な活断層(隆起再現断層)」が東通地点に
与える影響について説明すること。

本編資料 p.29
補足説明資料 p.8

S186
2021年2月5日

第943回審査会合

「横浜断層による地震」の断層モデルによる地震動評価は，敷地において適切な観測記録が得られていないこと
から統計的グリーン関数法を採用するとしているが，適切な要素地震が観測されていないことを明示的に記載す
ること。

本編資料 p.36
補足説明資料 p.13

S187
2021年2月5日

第943回審査会合
「横浜断層（西傾斜）による地震」の不確かさとして「断層傾斜角」（45°の傾斜角）を考慮しているが，不確かさ
ケースとしての位置づけ・考え方について整理すること。

本編資料 p.37，38，51
補足説明資料 p.14～21

S188
2021年2月5日

第943回審査会合

「横浜断層(東傾斜)による地震」は地質調査結果に基づくものではなく，地震動評価上の保守性確保の観点から
考慮したものとはしているが，検討用地震として選定した考え方，基本ケースおよび不確かさケースの設定にお
いては，その考え方を整理したうえで保守性を考慮し検討すること。

本編資料 p.27，30，32～35，
p.37，39～66，68

補足説明資料 p.27

S189
2021年2月5日

第943回審査会合
検討用地震の断層モデルの地震動評価においては，加速度波形に加え，速度波形も示すこと。

本編資料 p.55～66
補足説明資料 p.21
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１．敷地周辺の内陸地殻内地震の地震発生層

１．１ 敷地周辺の重力異常に関する検討



4第902回審査会合（R2.10.2）

資料２－２－１ p.6-197 再掲

１．１ 敷地周辺の重力異常に関する検討
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２．内陸地殻内地震の検討用地震の選定

２．１ 横浜断層の地質調査結果
２．２ 大間崎沖付近に想定される地震の影響
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２．１ 横浜断層の地質調査結果
（１）評価の概要

第902回審査会合（R2.10.2）

資料２－２－１ p.3-23 再掲
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２．１ 横浜断層の地質調査結果
（２）鶏沢測線の反射法地震探査

第902回審査会合（R2.10.2）

資料２－２－１ p.3-12 再掲
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２．２ 大間崎沖付近に想定される地震の影響

震源として考慮する活断層 配置図
（本編資料４章２にＦ-14断層を追記）

 大間崎沖には孤立した短い活断層としてF-14断層が存在する。地震発生層を飽和する規模であるM7.0を考慮した場合でも，震源位
置が遠いことから敷地への影響は横浜断層による地震の応答スペクトルに比べてかなり小さく，当該位置で横浜断層による地震の
影響を上回るためにはM8程度の規模が必要となる。

F-14断層※３

S185

横浜断層による地震及びF-14断層による地震の応答スペクトル
〔Noda et al.(2002)〕

断層名 断層長さ（km)※１ 地震規模※２ M 等価震源距離(km)

横浜断層 15.4 7.0 17

F-14断層 3.4 7.0 68※３

※１：地質調査結果による活断層長さ。横浜断層については本編資料４章２参照。F-14断層の断層長さは電源開発株式会社の資料〔第983回審査会合（2021年6月11日) 資料2-2〕による。
※２：地震発生層を飽和する地震規模（地震モーメント）M0=7.5×1018(Nm)を考慮し，武村（1990）のM0とMの関係式〔logM0=1.17M+10.72〕を用いて算定。
※３：F-14断層の位置は，電源開発株式会社資料からの読取りによる。等価震源距離は，配置図の活断層中心からの距離と地震発生層中心深さから算定した震源距離及び地震規模に基づき算定。

横浜断層及びF-14断層に想定される地震の諸元

： 横浜断層による地震（M7.0，Xeq=17㎞）
： F-14断層による地震（M7.0，Xeq=68㎞）
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３．検討用地震の地震動評価

３．１ 各種距離減衰式
３．２ 検討用地震付近で発生した観測地震（要素地震の検討）
３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 (西傾斜・断層傾斜角45度)の地震動評価
３．４ 敷地で観測された内陸地殻内地震〔Noda et al.(2002)との比較〕
３．５ ハイブリッド合成法
３．６ 「横浜断層による地震」（東傾斜）の地震動と「震源を特定せず策定する地震

動」との比較
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Noda et al.(2002)のデータ範囲と「横浜断層による地震」との関係

〔Noda et al.(2002)のデータ範囲に重ね書き〕

 東傾斜の「横浜断層による地震」は，Noda et al.(2002)のデータ範囲外となる。

 なお，西傾斜の「横浜断層による地震」は，いずれのケースもデータ範囲内となる。

３．１ 各種距離減衰式
（１）Noda et al.(2002)のデータ範囲と横浜断層による地震との関係

ケース3-1(東傾斜・規模）
ケース3-2（東傾斜・規模・応力降下量）

（M7.0，Xeq＝10km）

ケース2-1（東傾斜）
（M6.8，Xeq＝9km）

等価震源距離（km）

マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド

極近距離
近距離

ケース1-1（西傾斜）
ケース1-2（西傾斜・応力降下量）

（M7.0，Xeq＝14km）

参考ケース（西傾斜・断層傾斜角）
（M7.0，Xeq＝16km）

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.71 一部修正

ケース2-2〔東傾斜・短周期ﾚﾍﾞﾙ（面積）〕
（M6.9，Xeq＝8km）
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各種距離減衰式の概要

３．１ 各種距離減衰式
（２）各種距離減衰式の概要

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ 地震規模の範囲 距離の範囲 地盤条件等※

（参考）
Noda et al.(2002)

国内
主に太平洋側の
プレート間地震

Mj，等価震源距離，
Vs，Vp

5.5～7.0
28～202㎞
（震源距離）

500≦Vs≦2700m/s

Kanno et al.(2006) 主に国内
内陸，プレート間，

海洋プレート内
Mw，断層最短距離，

震源深さ，Vs30
5.5～8.2 1～500㎞ 100＜Vs30＜1400m/s

内山・翠川(2006) 日本周辺
内陸，プレート間，

海洋プレート内
Mw，断層最短距離，

震源深さ
5.5～8.3 300㎞以内 150≦Vs30≦750m/s

片岡ほか(2006) 国内 内陸，海溝性
Mw，断層最短距離，

短周期レベル
陸：4.9～6.9
海：5.2～8.2

250㎞以内
Ⅰ～Ⅲ種地盤
工学的基盤

Abrahamson et al.
(2014)

国内外 内陸
Mw，断層最短距離，
Vs30，断層上端深さ

3.0～8.5 0～300㎞ 180≦Vs30≦1000m/s

Boore et al.(2014) 国内外 内陸
Mw，断層面の地表投影最

短距離，Vs30
3.0～8.5（横ずれ・逆断層）

3.0～7.0（正断層）
0～400㎞ 150≦Vs30≦1500m/s

Campbell and 
Bozorgnia(2014)

国内外 内陸
Mw，断層最短距離，
Vs30，断層上端深さ

3.3～8.5（横ずれ断層）
3.3～8.0（逆断層）
3.3～7.5（正断層）

0～300㎞ 150≦Vs30≦1500m/s

Chiou and Youngs(2014) 国内外 内陸
Mw，断層最短距離，
Vs30，断層上端深さ

3.5～8.5（横ずれ断層）
3.5～8.0（正・逆断層）

0～300㎞ 180≦Vs30≦1500m/s

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.72 一部修正

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ 地震規模の範囲 距離の範囲 地盤条件等※

Zhao et al.(2006) 主に国内
内陸，プレート間，

海洋プレート内
Mw，断層最短距離，

震源深さ
5.0～8.3 0.3～300㎞

Soft Soil～Hard 
rock(Vs=2000m/s)

Abrahamson and
Silva(2008)

国内外 内陸
Mw，断層最短距離，
Vs30，断層上端深さ

4.27～7.9 200㎞以内 100≦Vs30≦2000m/s

Chiou and Youngs(2008) 国内外 内陸
Mw，断層最短距離，
Vs30，断層上端深さ

4.27～7.9 70㎞以内 100≦Vs30≦2000m/s

Idriss(2014) 国内外 内陸
Mw，断層最短距離，

Vs30
M≧5 150㎞以内 Vs30≧450m/s

【参考】地盤条件等が範囲外の距離減衰式

※：VS30は地表から深さ30mまでの平均Ｓ波速度。
東通原子力発電所では，本編資料２章１に示す地盤モデルのT.P.+2.0mから30m範囲のＳ波速度を層厚で重みづけ平均し，1640m/sとした。
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３．１ 各種距離減衰式
（３）NGA距離減衰式に用いられているパラメータ

区分 パラメータ 単位 摘要

地震規模 Mw － モーメントマグニチュード

断層タイプ

FRV ― 逆断層

FNM ― 正断層

SS ― 横ずれ断層

地盤条件 Vs30 km/s 深さ30mまでの平均Vs

断層からの距離

RRup km 断層最短距離

RJB km 断層の水平投影面からの距離

RX km 断層上端からの距離

Ry0 km 断層端部からの距離※２

ZHYP km 断層中心の深さ※２

断層形状

ZTOR km 断層上端の深さ

Dip deg. 断層傾斜角〔NGA(2008)ではδ〕

W km 断層幅

その他
FHW － 上盤効果

Region － 地域性※２

【出典】《NGAW2_GMPE_Spreadsheets_v5.5_060514_Protected.xlsm》

NGA距離減衰式※１で用いられている断層パラメータ

※１： NGA(2008)は，Abrahamson and Silva(2008)及びChiou and Youngs(2008)。
NGA(2014)（WEST2）は，Abrahamson et al.(2014)，Boore et al.(2014)，Campbell and 
Bozorgnia(2014)，Chiou and Youngs(2014)及びIdriss(2014)。

※２：NGA(2014)で追加されたパラメータ。その他はNGA(2008)から継続。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.73 一部修正
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３．２ 検討用地震付近で発生した観測地震（要素地震の検討）
S186

 検討用地震（M6.8～7.0）の経験的グリーン関数法を用いた地震動評価にあたっては，以下の条件を満たす敷地の観測記録が得ら
れている必要がある。

① 検討用地震の断層面付近で発生している。

② Mの差が2程度である。

③ 地震メカニズムが検討用地震に類似している。

④ 地震モーメント等の震源パラメータが知られている。

 敷地観測記録について，震央距離40km以内，震源深さ20km以浅，地震規模M４程度以上の検索条件で，３地震を抽出した。

 敷地での地震観測開始(1994年)以降約27年間の観測記録を確認した結果，検討用地震である横浜断層（西傾斜・東傾斜）付近で，
該当する内陸地殻内地震の観測地震は発生していない。

敷地周辺の内陸地殻内地震（Ｍ４程度以上）の観測地震の震央分布
（震央：気象庁，震源メカニズム解：F-net）

141.0ﾟ

141.0ﾟ

141.5ﾟ

141.5ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ

41.0ﾟ 41.0ﾟ

41.5ﾟ 41.5ﾟ

40 km

0 10 20 30 km

東通原子力発電所

「横浜断層による地震」東傾斜の
断層モデル「横浜断層による地震」西傾斜

の断層モデル

2010.1.24
(M4.5)

2010.2.2(M4.0)

2004.10.20(M3.9)
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（１）検討の位置づけ

参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）

S18７

 「横浜断層による地震」の基本ケース（ケース１－１）の断層傾斜角は，地質調査から60度を採用している。また，その地震規模は地震発生層を飽
和するよう保守的に設定し，断層長さをL=27kmとしている。

 これに対する不確かさケースとしては，地震調査研究推進本部（2020）※１を踏まえ低角な断層（45度）を採用することが考えられるが，敷地への影
響は以下のとおり特別大きくならないことから，不確かさケースとしては考慮しない。

• 地震規模を一定としていることから，断層傾斜角が低角になったとしても断層面積は増えない。また，アスペリティから敷地までの距離も遠ざか
る方向であり，短周期側の地震動は大きくなる方向にない。

• 長周期側の地震動は放射特性の影響を受けるが，放射特性係数と距離減衰式〔Noda et al.（2002）〕による評価結果（本編資料４章３参照，20
～40cm/s程度）を踏まえると，特別大きくはならない（放射特性係数1.0の場合30～60cm/s程度）。

 なお，影響を確認するため参考として応答スペクトルに基づく手法及び断層モデルによる手法によって検討した結果を以下に示す。

※１：地震調査研究推進本部（2020） 強震動予測レシピ
※２：参考ケース以外は本編資料５章３を再掲

：断層傾斜角の不確かさ ：地震発生層を飽和するよう保守的に設定

：地震発生層を飽和するように設定したケースに対しては
レシピ※の1.5倍を考慮。

：あらかじめモデルに織り込む不確かさ

検討ケース※２

断層モデルの基本的諸元

断層
傾斜方向

断層
位置

断層長さ
地震ﾓｰﾒﾝﾄ

地震
規模

地質調査結果 西
調査結果

位置

（参考）
L=15.4㎞

2.55×1018(Nm)

（参考）
M6.6

（Mw6.2)

ケース１－１
（西傾斜）

西
調査結果

位置
L=27㎞

7.83×1018(Nm)
M7.0

（Mw6.5）

ケース１－２
（西傾斜・応力降下量）

西
調査結果

位置
L=27㎞

7.83×1018(Nm)
M7.0

（Mw6.5）

参考ケース
（西傾斜・断層傾斜角45度）

西
調査結果

位置
L=22㎞

7.78×1018(Nm)
M7.0

（Mw6.5）

微視的パラメータ等の不確かさ

評価手法断層
傾斜角

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの応力降下量
〔レシピ※１に対する比〕

短周期レベル

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの
位置

破壊
開始点

60°
（参考）14.96 (MPa)

〔レシピ×1.0〕
7.24×1018（Nm/s2)

― ― ―

60°
13.62 (MPa)

〔レシピ×1.0〕
1.05×1019（Nm/s2)

敷地に
近い位置

破壊が敷
地に向かう
位置に複
数考慮

Noda et al.(2002)
統計的グリーン
関数法

60°
20.43 (MPa)

〔レシピ×1.5〕
1.58×1019（Nm/s2)

45°
13.63 (MPa)

〔レシピ×1.0〕
1.05×1019（Nm/s2)
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（２）断層モデル

参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）の断層諸元

ケース名
断層長さ

L(km)
M Mw

等価震源距離
Xeq(km)

断層最短距離
RRup（km）

参考ケース（西傾斜・断層傾斜角45度） 22.0 7.0 6.5 16 10.0

断層配置図

配置図（A-A′断面）

参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）の断層モデル

東通原子力
発電所

▽深さ3.0㎞

.

▽深さ15.0㎞

45°

A´A 横浜断層延長部

断層面

9.6㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

R3

R1

R2

R4

：破壊開始点
：アスペリティ

東通原子力発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

10.0㎞
（断層最短距離）

TN

PN

S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.39 一部修正
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【与条件】

３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（３）断層パラメータ設定フロー

【微視的断層面】【巨視的断層面】

断層面積（S）
断層長さ及び断層幅により設定

374.0m2

地震発生層
震源深さ分布等に基づき設定

厚さ 12km

断層幅（W）
断層傾斜角及び地震発生層

に基づき設定
17.0km

密度（ρ），S波速度（β）
地震調査研究推進本部(2004)

剛性率(μ=ρβ2)

地震モーメント（M0）
〔入倉・三宅(2001)〕

M0=(S/(4.24×10-11))2/107 (N・m)

地震規模（Mw）
〔Kanamori(1977)〕

Mw=(logM0-9.1)/1.5

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

アスペリティの面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=πr2 （km2）
r=(7πM0β

2)/(4AR)

アスペリティのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

断層傾斜角
地震調査研究推進本部（2020）

西傾斜 45°

断層面位置
地質調査結果に基づき設定

短周期レベル（A）
〔壇ほか(2001)〕

A=2.46×1010×（M0×107）1/3 (N・m/s2)

アスペリティの応力降下量（⊿σa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

⊿σa=(S/Sa）⊿σ （MPa）

断層長さ（L）
地震発生層を飽和する地震規模

22km

S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.41 一部修正
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（４）断層パラメータ

断層パラメータ 記号 単位 設定方法
ケース１－１※

（西傾斜）
ケース１－２※

(西傾斜・応力降下量）
参考ケース

（西傾斜・断層傾斜角45度）

巨
視
的
断
層
面

走向 θ ° 設定 195 ← ←

断層傾斜角 δ ° 設定 60 60 45

断層長さ L km 設定 27.0 27.0 22.0

断層幅 W km 地震発生層厚さ(12km)と断層傾斜角から設定 13.9 13.9 17.0

断層面積 S km2 S=L×W 375.3 375.3 374.0

断層上端深さ ― km 地震発生層の検討結果による 3.0 ← ←

断層下端深さ ― km 地震発生層の検討結果による 15.0 ← ←

地震モーメント M0 Nm M0=(S/(4.24×10-11))2/107 〔入倉・三宅(2001)〕 7.83×1018 7.83×1018 7.78×1018

気象庁マグニチュード Mｊ - Mj=(logM0-10.72)/1.17  〔武村(1990)〕 7.0 ← ←

モーメントマグニチュード Mw - Mw=(logM0-9.1)/1.5 〔Kanamori(1977)〕 6.5 ← ←

密度 ρ g/cm3 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 2.69 ← ←

Ｓ波速度 β km/s 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 3.58 ← ←

剛性率 μ N/m2 μ=ρβ2 3.45×1010 ← ←

平均すべり量 D m D=M0/(μS) 0.606 0.606 0.603

平均応力降下量 ⊿σ MPa ⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) 2.63 2.63 2.62

破壊伝播速度 Vr km/s Vr=0.72β 〔Geller(1976)〕 2.58 ← ←

短周期レベル A Nm/s2 A=2.46×1010×（M0×10７）1/3 〔壇ほか(2001)〕 1.05×1019 ← ←

高周波遮断周波数 ｆmax Hz 鶴来ほか(1997) 6.0 ← ←

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

等価半径 r km r=(7πM0β
2)/(4AR) 4.8 ← ←

地震モーメント M0a Nm M0a=μDaSa 3.02×1018 3.02×1018 2.99×1018

面積 Sa km2 Sa=πr2 72.3 72.3 71.9

平均すべり量 Da m Da=2D 1.211 1.211 1.207

応力降下量 ⊿σa MPa ⊿σa=(S/Sa)⊿σ 13.62 20.43 13.63

短周期レベル Aa Nm/s2 Aa=4π(Sa/π)0.5⊿σaβ
2 1.05×1019 1.58×1019 1.05×1019

背
景
領
域

地震モーメント M0b Nm M0b=M0-M0a 4.81×1018 4.81×1018 4.79×1018

面積 Sb km2 Sb=S-Sa 303.0 303.0 302.1

平均すべり量 Db m Db=M0b/(μSb) 0.461 0.461 0.460

実効応力 σb MPa ⊿σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)⊿σa, Wa = Sa
0.5, Wb = W 3.17 4.76 2.59

Q値 Q ― 川瀬・松尾(2004) 243f0.69 ← ←

S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.42 一部修正

※：本編資料５章３を再掲
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（５）地震動評価結果（応答スペクトルに基づく手法）

水平成分 鉛直成分

 応答スペクトルに基づく地震動評価は，Noda et al.(2002)による手法を用いた。なお，内陸の地震の応答スペクトルは平均的な値
に比べて小さいことが知られているが（内陸補正），敷地では内陸地殻内地震による観測記録が少なく，また，いずれも震源位置
が遠いこと等から，敷地周辺の地震に対する応答スペクトル特性が十分把握されていないため，内陸補正は行わない。

 「横浜断層による地震」（西傾斜）（ケース１－１及びケース１－２）の地震動評価結果は，参考ケース（西傾斜・断層傾斜角45度）を
上回っている。

：ケース１－１（西傾斜）及びケース１－２（西傾斜・応力降下量）（M7.0，Xeq=14㎞）
：参考ケース（西傾斜・断層傾斜角45度）（M7.0，Xeq=16㎞）

S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.43 一部修正

応答スペクトルに基づく地震動評価 参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）〔Noda et al.(2002)〕
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 断層モデルを用いた手法による地震動評価は，統計的グリーン関数法〔釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）〕を用いた。

 短周期側は「横浜断層による地震」 （西傾斜・応力降下量）（ケース１－２）の地震動評価が大きい。長周期側の一部では，放射特性
の影響により参考ケースがケース１－１またはケース１－２を上回る成分があるものの，地震動のレベルとしては大きいものではな
い。

断層モデルを用いた手法による地震動評価 参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

：ケース１－１（西傾斜）
：ケース１－２（西傾斜・応力降下量）
：参考ケース（西傾斜・断層傾斜角45度）

３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（６）地震動評価結果（断層モデルを用いた手法） ①応答スペクトル S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.44 一部修正
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（６）地震動評価結果（断層モデルを用いた手法） ②加速度波形
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S18７

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.46 一部修正

参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）の断層モデルを用いた手法による加速度波形（PN基準）
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３．３ 参考ケース「横浜断層による地震」 （西傾斜・断層傾斜角45度）の地震動評価

（６）地震動評価結果（断層モデルを用いた手法） ③速度波形

参考ケース「横浜断層による地震」（西傾斜・断層傾斜角45度）の断層モデルを用いた手法による速度波形（PN基準）
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No. 年 月 日 時 分
東経 北緯

M

震源
深さ

震央
距離

震源
距離

Xeq

(°) (′) (°) (′) (km) （km） (km) (km)

1 2012 3 27 20 0 142 20.03 39 48.38 6.6 21 173 174 174

2 2012 4 30 0 2 142 15.3 39 44.53 5.6 23 177 178 178

3 2018 9 6 3 7 142 0.4 42 41.4 6.7 37 174 178 178

4 2018 9 6 3 20 141 56.9 42 34.3 5.5 36 160 164 164

３．４ 敷地で観測された内陸地殻内地震〔Noda et al.(2002)との比較〕

（１）震央分布

Noda et al.(2002)に対する応答スペクトル比の検討に用いた内陸地殻内地震

Xeq：等価震源距離

 検討に用いた観測記録は，以下の条件を満たす４地震とした。

① 自由地盤観測点の観測開始（1994年）～2018年8月の観測記録

② 地震規模M5.5以上，震源距離200㎞以内

③ 気象庁「地震・火山月報（防災編）」に発生様式の記載がある

検討に用いた内陸地殻内地震の震央分布

東通原子力発電所

1

2

3

4

 敷地で観測されたNoda et al.(2002)のデータ範囲に該当する地震は，①４地震と少ないこと，②そのうち２地震は
2018年北海道胆振東部で発生した地震であるが，当該地震についてはIwasaki et al.(2019)によれば日高衝突帯
のモホ面の下まで破壊が及んだ地震とされていること，③４地震とも遠方で発生した地震であることから，敷地周
辺の内陸地殻内地震の応答スペクトル特性を表しているとは言い難い。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.68 一部修正
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３．４ 敷地で観測された内陸地殻内地震〔Noda et al.(2002)との比較〕

（２）Noda et al.(2002)に対する応答スペクトル比 ①2018年北海道胆振東部地震を除く２地震

【参考】2018年北海道胆振東部地震（M6.7） 及びその余震を除く２地震のNoda et al.(2002)に対する観測記録（T.P. 
+2.0mのはぎとり波）の応答スペクトル比

水平成分

内陸地殻内地震のNoda et al.(2002)に対する応答スペクトル比（２地震）

鉛直成分

Period(s) Period(s)

Period(s) Period(s)

平均
平均±標準偏差

平均
平均±標準偏差

Noda et al.（2002）の内陸補正

Noda et al.（2002）の内陸補正Noda et al.（2002）の内陸補正

Noda et al.（2002）の内陸補正

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.69 一部修正



24

３．４ 敷地で観測された内陸地殻内地震〔Noda et al.(2002)との比較〕

（２）Noda et al.(2002)に対する応答スペクトル比 ②2018年北海道胆振東部地震を含む４地震

【参考】2018年北海道胆振東部地震（M6.7） 及びその余震を含む４地震のNoda et al.(2002)に対する観測記録（T.P. 
+2.0mのはぎとり波）の応答スペクトル比

内陸地殻内地震のNoda et al.(2002)に対する応答スペクトル比（４地震）

Priod(s)

Ra
tio

平均
平均±標準準偏差
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Period(s) Period(s)

Period(s)
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平均±標準偏差

Period(s)

Noda et al.（2002）の内陸補正

Noda et al.（2002）の内陸補正Noda et al.（2002）の内陸補正

Noda et al.（2002）の内陸補正

水平成分 鉛直成分

第943審査会合（R3.2.5）
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３．５ ハイブリッド合成法
（１）マッチングフィルタ―

 統計的グリーン関数法と理論的手法（波数積分法）による地震動評価結果には，遷移周期帯で相補的に低減す
るマッチングフィルターを施した。

 接続周期は，統計的グリーン関数法と理論的手法の地震動評価結果を踏まえ，周期４秒とした。

マッチングフィルタ―の形状

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.74 一部修正
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３．５ ハイブリッド合成法
（２）合成前の統計的グリーン関数法と理論的手法

 検討用地震のうち，短周期側において敷地への影響が最も大きい「横浜断層による地震」（東傾斜・規模・応力降下量）（ケース３－
２）について，ハイブリッド合成前の統計的グリーン関数法及び理論的手法による地震動評価を比較した。

 接続周期４秒より長周期側では，統計的グリーン関数法と理論的手法は同等である（理論的手法のNS成分及びUD成分の一部で
は理論的手法がやや上回る）。

統計的グリーン関数法と理論的手法による地震動評価の比較（PN基準）
「横浜断層による地震」（東傾斜・規模・応力降下量）（ケース３－２）の応答スペクトル

：統計的グリーン関数法
：理論的手法（波数積分法）
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東傾斜の「横浜断層による地震」の断層モデルを用いた手法による地震動評価（本編資料５章４再掲）と
標準応答スペクトルに基づく地震動（概略評価）との比較（PN基準）

S188

 「下北半島の地質構造上の特徴に基づくモデル」（ケース２－１，ケース２－２）は，下北半島東西断面中央部付近（中軸部）の狭隘な速度構造の
高まりから想定される活断層を伴わない規模の小さい地震〔陸奥湾側（東傾斜）〕を活断層と関連付けて横浜断層位置で考慮し，さらに保守的な
断層長さ（L=20km）と短周期レベルの不確かさを考慮しているため，「震源を特定せず策定する地震動」※１を部分的に上回るものとなっている。

※１：ここでは加藤ほか（2004）に基づく地震動 ※２及び標準応答スペクトルに基づく地震動（概略評価）※３を使用

 さらに「下北半島の地質構造上の特徴に基づくモデル（更なる規模の保守性考慮）」（ケース３－１，ケース３－２）は，地震の規模を地震発生層を
飽和するよう保守的に設定していること，アスペリティの応力降下量の不確かさとして地震調査研究推進本部（2020）による値の1.5倍を採用して
いることから，「震源を特定せず策定する地震動」を広範囲の周期帯で超過したものとなっている。

３．６ 「横浜断層による地震」（東傾斜）の地震動と
「震源を特定せず策定する地震動」との比較

水平成分 鉛直成分

：標準応答スペクトルに基づく地震動（概略評価）
：加藤ほか(2004)に基づく地震動
：ケース２－１及び２－２ 統計的グリーン関数法
：ケース２－１及び２－２ 各種距離減衰式
：ケース３－１及び３－２ ハイブリッド合成法
：ケース３－１及び３－２ 各種距離減衰式

※２：加藤ほか（2004）に基づく地震動

地盤モデルに基づきNoda et al.(2004)の増幅率を用
いて補正

※３：標準応答スペクトルに基づく地震動（概略評価）

• 標準応答スペクトルは地震基盤相当で定義されたも
のであるため，解放基盤表面での応答スペクトルを
概略的に算定したものを使用。

• 算定方法は統計的グリーン関数法で採用した地盤
モデルを用い，地震基盤相当面と解放基盤表面の
応答スペクトル比を基準地震動Ｓｓ（申請）から求め，
これを地震基盤相当面の標準応答スペクトルに乗じ
て求めた。
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